
  
                      

 

農信基向けの総合的な監督指針の一部改正について 

（農業経営改善関係資金基本要綱関係） 

 

令 和 ８ 年 ９ 月  

金 融 調 整 課  

１．改正の経緯 

農業近代化資金融通法の一部を改正する法律（令和８年法律第 17号）が令和８年 10月１日に施行され

る予定であり、これに伴い農業経営改善関係資金に係る共通の手続等を定める農業経営改善関係資金基

本要綱（平成 14 年７月１日付け 14経営第 1704 号農林水産事務次官依命通知。以下「基本要綱」という。）

が改正される。 

このため、農業信用基金協会向けの総合的な監督指針（平成 28年６月 21日付け金監第 1770号・28経

営第 70 号金融庁監督局長・農林水産省経営局長通知。以下「監督指針」という。）における基本要綱の

引用箇所について所要の整備を行い、改正後の監督指針を同日から適用するもの。 

 

２．改正の概要 

農業信用基金協会の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書並びに計算に関する命令（平成 17 年内閣

府・農林水産省令第６号）において、農業信用基金協会の財務基盤の強化を図るため、農業近代化資金等

に係る求償権の償却経費として特別準備金及び特別支援金を積み立てることを定めており、監督指針で

は、これらの対象となる農業近代化資金等のうち基本要綱第２に規定する資金について、原則として、基

本要綱第３の３に定める債権保全措置が講じられていることを要件としているところ。 

今般の基本要綱の改正により当該債権保全措置に係る規定は第３の６に移動することから、所要の整備

を行う。 

 

 


